
【歳　出】
比　較

決算額(Ａ) 構成比 決算額(B) 構成比 (Ａ)－(Ｂ)

議 会 費 95,675 1.3 102,103 1.3 △ 6,428 △ 6.3

総 務 費 1,022,444 13.5 1,008,409 12.9 14,035 1.4

民 生 費 2,742,832 36.1 2,348,196 30.0 394,636 16.8

衛 生 費 470,034 6.2 483,063 6.2 △ 13,029 △ 2.7

労 働 費 2,391 0.0 2,236 0.0 155 6.9

農 林 水 産 業 費 82,005 1.1 79,179 1.0 2,826 3.6

商 工 費 21,131 0.3 35,709 0.5 △ 14,578 △ 40.8

土 木 費 876,714 11.5 1,159,085 14.8 △ 282,371 △ 24.4

消 防 費 280,831 3.7 240,256 3.1 40,575 16.9

教 育 費 830,284 10.9 853,654 10.9 △ 23,370 △ 2.7

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

公 債 費 555,521 7.3 586,424 7.5 △ 30,903 △ 5.3

諸 支 出 金 615,742 8.1 933,954 11.9 △ 318,212 △ 34.1

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 7,595,604 100.0 7,832,268 100.0 △ 236,664 △ 3.0

○平成28年度一般会計決算概要＜歳出＞

（単位：千円、％）

科　　　目
平成２８年度 平成２７年度

伸　率

民生費 

36% 

総務費 

13% 

土木費 

12% 

教育費 

11% 

諸支出金 

8% 

公債費 

7% 

衛生費 

6% 

消防費 

4% 

その他 

3% 
民生費 

総務費 

土木費 

教育費 

諸支出金 

公債費 

衛生費 

消防費 

その他  平成28年度の歳出は、前年比2億3,666万円（△3.0％）の減額となる75億9,560万円でした。 

 主な歳出について、総務費、民生費、農林水産業費及び消防費は前年より増額、衛生費、土木

費、農林水産業費、教育費及び公債費は前年より減額となっています。 

 主な変動要因として、民生費は、自立支援給付費、子育て支援医療費、保育所給付費、民間保育

所施設等整備費補助金及び放課後児童クラブ棟新築工事費及び国保繰出金により、前年度比3億

9,464万円の増額。商工費では、前年度の消費喚起・生活支援型交付金がなかったため減額。土木

費は、前年度の常永土地区画整理事業地内の多目的広場整備事業及び西条・昭和インター線新設事

業に伴う支出の減により、前年比2億8,237万円の減額。公債費についても、償還額のピーク時期を

経過しているため減額となっています。歳出については、扶助費の増額に伴い、普通建設事業費が

減額する傾向にあります。 


